
39 地域計画の策定とその実現に向けた取組の推進

＜対策のポイント＞
高齢化・人口減少が本格化し、地域の農地が適切に利用されなくなることが懸念される中、農業者等による話合いを踏まえ、将来の地域の農業の在り方や

農地利用の姿を明確化した地域計画の策定に必要な取組を支援するとともに、その実現のため、目標地図に位置付けられた者等が行う地域の創意を生かし
た計画的な地域農業の継承の取組、経営体の経営改善、集落営農の活性化を支援します。
＜政策目標＞
全農地面積に占める担い手が利用する面積の割合の増加（８割）※令和６年度以降の政策目標については、今後検討

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．地域計画策定推進緊急対策事業 1,419（799）百万円

地域計画の策定に向けた市町村等による、協議の実施・取りまとめ、地域計画
案の取りまとめ等の取組を支援します。

２．機構集積協力金交付事業のうち、地域受け皿経営体育成協力金交付事業
2,700（ー）百万円

目標地図において受け手が位置付けられていない農地について、地域をあげて
受け手を確保し、農地中間管理機構を経由して農地を貸し付ける取組を行う地域に
対し協力金を交付します。

３．農地利用効率化等支援交付金 1,521（1,521）百万円
目標地図に位置付けられた者等が、目標地図の実現に向けた経営改善に取り組

む場合、必要な農業用機械・施設等の導入を支援します。

４．集落営農活性化プロジェクト促進事業 350（290）百万円
集落営農組織の活性化に向け、ビジョンづくり及びその実現に向けた収益力向上

の取組、組織体制の強化など、地域の状況に応じて総合的に支援します。

＜事業の流れ＞

【令和６年度予算概算要求額 5,989（2,610）百万円】

定額

集落営農組織

（１、２、４の関係機関向けの事業）

（４の事業）

農業者の高齢化・人口減少が本格化し、地域の農地が適切に利用されなくなるおそれがあ
り、地域の農業を担う人材を幅広く確保し、育成する必要
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市町村
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地域計画案の取りまとめ 目標地図案

農地を含め、地域の農業をどのように
維持・発展させていくか、地域の関係
者が一体となって話し合い、
地域計画（地域農業の将来の在り方
＋目標地図）を策定

地域計画案関係者による調整

地域 （２の事業）市町村

市町村

市町村

3/10以内等

定額

定額、1/2以内

3/10以内等
農業者等 （３の事業）

地域をあげて受け手を確保し、農地中間管理機構を経由して農地を貸し付ける取組を行う地域
に対し協力金を交付

受け手不在の農地の受け皿経営体への支援

〇「ビジョンづくり」と「具体的な取組の実行」への支援
経営改善を行う農業者等への支援

・活性化に向けたビジョンづくり
・機械の導入、法人化 など

集落営農組織の活性化の支援

〇関係機関によるサポートの取組の支援
・集落営農組織同士の連携支援
・農産物の直接販売に係る経営指導 など

［お問い合わせ先］（１の事業）経営局経営政策課（03-6744-1760）
（２の事業） 農地政策課（03-3591-1389）
（３の事業） 経営政策課（03-6744-2148）
（４の事業） 経営政策課（03-6744-0576）

融資を活用して農業用機械・施設を導入する場合
に補助金を交付
【補助率3/10、補助上限額300万円等】
スマート農業、集約型農業経営、グリーン化について、
優先枠を設けて支援
助成対象者の経営改善の取組の実績及び目標、
地域における農地集積の実績等に関するポイントに
より採択



分析できる地図

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．市町村推進事業
地域計画の策定に向けた市町村の以下の取組を支援します。

① 協議の実施・取りまとめ
話合いをコーディネートする専門家の活用、協議内容の取りまとめ等

② 地域計画案の取りまとめ
協議の結果を踏まえた地域計画案の作成、関係者への説明等

③ 地域計画の公告・周知
関係者、地域住民への周知等

２．農業委員会推進事業
地域計画の策定における農業委員会による目標地図の素案の作成の取組を

支援します。

３．都道府県推進事業
地域計画の普及・推進に向けた都道府県の以下の取組を支援します。

① 市町村等への説明会や研修会の開催等
② 市町村等の取組への助言・指導

39－１ 地域計画の策定とその実現に向けた取組の推進のうち
地域計画策定推進緊急対策事業 【令和６年度予算概算要求額 1,419（799）百万円】

＜対策のポイント＞
高齢化・人口減少が本格化し、地域の農地が適切に利用されなくなることが懸念される中、農業者等による話合いを踏まえ、地域の農業の在り方や農地利

用の姿を明確化した地域計画の策定に必要な取組を支援します。

＜政策目標＞
全農地面積に占める担い手が利用する面積の割合の増加（８割） ※令和６年度以降の政策目標については、今後検討

＜事業の流れ＞

国 都道府県
市町村・農業委員会定額

定額

［お問い合わせ先］経営局経営政策課（03-6744-1760）

農業者、市町村、農業委員会、
農地バンク、JA、土地改良区など
幅広い関係者が参加し、取りまとめ

地域計画の公告・周知

地域計画案の取りまとめ

（３の事業）

（１、２の事業）

目標地図素案の作成

協議の実施・取りまとめ 農業上の利用が行われる区域

保全等を進める区域

現況地図

目標地図案

関係者による話合い

年齢別

意向別

遊休農地別

農業委員会は、現況地図を基に
受け手ごとに集約化に向けた調整
をできる限り実施

市町村は、農業委員会から提出
のあった目標地図の素案を踏まえ、
地域計画の案の作成

地域計画案
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